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再開発 その問題点と修復型再開発 

既存都市のリニューアル制度 

高度経済成長を前提とした制度の破綻 

弁護士  日置 雅晴 

再開発の仕組み 

再開発コーディネーター協会資料による 自治体の説明資料の例 

これを売
却して工
事費に
充てる 

多額の公的補助 

• ■直接補助 
• 市街地再開発事業に関する国の補助には、 調査設計計画費、除却整地費、共同施設整備費（駐

車場を含む）など再開発ビルの整備に要する費用の一部に対する地方公共団体の補助に対する
補助（地方公共団体施行の場合は直接補助となります。） 
[補助率 1/3］  

• 事業で整備される公共施設を管理する事となる地方公共団体が施行者に支払う負担金に対する
補助 
[補助率 1/2等］  

• ■税金の優遇措置 

• 市街地再開発事業においては、権利変換についての財産の移動が無かったものとみなされ、所
得税･法人税や不動産取得税はかかりません。これらの税の他、固定資産税や事業所税、登録
免許税などにおいて各種優遇措置が講じられています。  

• ■その他の助成制度 
• 以上の補助金などの他に住宅金融支援機構、日本政策投資銀行の融資が有利な条件で受けら

れます。また、事業に関する補助金のうち、地方公共団体の負担分（いわゆる裏負担分）、地方
公共団体施行の場合の事業資金などについては起債が認められています  

再開発や区画整理の破綻 

• いずれも保留地、保留床の売却により事業経費をま
かなうというモデル 

• 再開発により地価が上がるという前提、右肩上がりの
地価、経済成長が前提 

• 保留床や保留地が売却できない場合、その価格が想
定より下がった場合には工事費用等が捻出できなくな
る 

• この場合には、地権者にたいして賦課金を課すること
が制度上は可能、現実的には難しい 

• 再開発における失敗事例は多数ある 
• 津山市の再開発を巡る失敗と係争 

 

https://www.city.akashi.lg.jp/seisaku/machisaisei_shitsu/machizukuri/toshi/chushinshigai/documents/saikaihatsu_1.pdf#search='%E6%A8%A9%E5%88%A9%E5%A4%89%E6%8F%9B+%E6%89%80%E6%9C%89%E6%A8%A9%E3%81%AE%E7%A7%BB%E8%BB%A2'
http://www.gakugei-pub.jp/judi/semina/s9907/kot013.htm
http://www.sakawa-lawoffice.gr.jp/sub3-4  tuyamasaikaihatu.html
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全国地価公示累積変動率 

空き家率の将来展望と空き家対策 

http://tochi.mlit.go.jp/chika/kouji/20090323/78.html
http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/report/research/2012/no392.pdf
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三島市 空き家等対策計画より 

再開発の破綻事例 

• 青森市アウガ 

• 北九州市黒崎 

• 三重県桑名市 

• 三重県津市（久居） 

 

青森市、アウガ債権１７億５０００万円
放棄 三セクは特別精算へ 

 
 

• 経営破綻状態にある青森市の複合商業施設「アウガ」を運営する第三セ
クター「青森駅前再開発ビル」について、小野寺晃彦市長は３１日の記者
会見で、市が保有する１７億５３８９万円の債権を放棄することを明らか
にした。三セクは３月末で解散し、特別精算の手続きに入る。 

•  アウガの土地・建物と三セクは市と県信用組合（県信組）、アウガ区分
所有者（地権者）が債権者となっている。このうち、市の債権は２３億８１８
３万６千円だが、不動産評価額を差し引いて放棄額を算出。県信組は４
億３１０２万２千円、地権者は２億３千万円の債権をそれぞれ放棄する。
債権放棄の金額に関して小野寺市長は「各債権者と大筋で合意してい
る」と語った。 

•  これに関連し、小野寺市長は「市民に負担をかけることをおわびした
い」と述べ、給与月額について自身は２５％、管理職、一般職は１０～
５％を削減する意向を示した。 

•  また、小野寺市長は来年１月までに、アウガの１～４階に市役所の総合
窓口機能を移転するめどが立ったことを明らかにし、定例市議会に関連
経費を提案する方針を示した。2017.2.1産経 
 

北九州市、「コムシティ」の貸付金29億円債権
放棄 

 • 北九州市は６日、閉鎖しているＪＲ黒崎駅前のビル「コムシ
ティ」の開発主体である黒崎駅西地区市街地再開発組合
に融資した貸付金約29億3000万円を債権放棄すると発表
した。延滞金約25億円も債権放棄する。13日に開会する
市議会に議案を提案する。 

•  コムシティは2001年、同市や民間企業でつくる同組合が
約311億円をかけて開業した。同市は1999～00年度に同
組合に計34億7700万円を貸し付けた。 

•  同組合はビルの商業フロアを第三セクターの黒崎ターミ
ナルビル（ＫＴＢ）に売却し、借入金の返済に充てる予定
だった。しかし、ＫＴＢは経営不振で代金を支払えず、03年
に自己破産したため、同組合は借入金を返済できなくなっ
ていた。  2012/6/7付日経新聞  関連記事 
 

https://www.city.mishima.shizuoka.jp/media/05096030_pdf_2017613_rad398F9.pdf
https://www.city.mishima.shizuoka.jp/media/05096030_pdf_2017613_rad398F9.pdf
https://www.city.mishima.shizuoka.jp/media/05096030_pdf_2017613_rad398F9.pdf
http://toshoken.com/news/5566
https://ubejournal.biz/2016/06/10/%E9%BB%92%E5%B4%8E%E4%BA%8C%E4%B8%81%E7%9B%AE%E5%9C%B0%E5%8C%BA%E5%B8%82%E8%A1%97%E5%9C%B0%E5%86%8D%E9%96%8B%E7%99%BA%E6%BA%96%E5%82%99%E7%B5%84%E5%90%88%E3%81%AE%E8%A7%A3%E6%95%A3%E7%B5%8C%E7%B7%AF/
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多くの自治体で再開発が破綻し、その付けは自治体が
公共施設を入れて家賃を払い続けるか、金融機関や
ゼネコンが債権放棄するか，地権者が権利を失うかに
より処理されているが、不名誉なので大きな話題には
誰もしないが、結構たくさん事例がある。 

地方都市の再開発の破綻 

未来都市福岡の破綻の背景 

• 福岡市の第三セクター（株）都市未来ふくおか（福岡市中央区渡辺通２丁目9-31、代表清算人：小田哲也）は10
月29日、福岡地裁に特別清算を申請した。申請代理人は坂口繁和弁護士（電話092-751-7781）。負債額は約82
億円が見込まれている。 
負債額は82億円とされているが、資本金が138億5,000万円である通り、実質負債は218億円を超すものとなって
いる。 

• 当第三セクターの都市未来ふくおかは、バブル時代の1988年（昭和63年）10月に、当時開発好き好きの桑原市
長の音頭により設立された。福岡市と市財界の官民による都市再生事業を行うことを目的とした。 
典型的な開発事例は、シャッター通りになっていた下川端商店街の再開発でその意義はあったが、総事業費
1,352億円という途方もない事業費により博多リバレインは開発された。しかし、こうしてコスト意識に欠落した同
社と福岡市は随意契約で発注するなどその杜撰さが問われていた。 
しかも、バブルが崩壊しているにもかかわらずテナント代があまりにも高く、福岡玉屋の誘致に失敗（その家賃の
高さに玉屋の田中丸さんもびっくりした）。案の定、1999年3月オープンした博多リバレインは3年後の2002年12月
破綻（商業施設分＝ＳＢＣ経営部分）した。 
同社は博多リバレインの破綻とともに処理されるものと思われていたが、中央区天神に隣接する渡辺通り再開
発（区画整理事業）にも、以前から不動産買収に携わっていたため破綻を免れた。 
その不動産買収もバブル時代以前の渡辺通り再開発構想に基づいて購入していたため、その後、再開発地域
は現在地のように縮小され、再開発地外の購入物件を処分する必要に迫られた。この間、不動産ミニバブルで
地価が大幅に上昇したにも関わらず、官庁仕事で切り盛りしていたため高値で売り抜けることにも失敗。超安値
になって再開発地外の所有不動産を売却処分、当然処分して大赤字を露呈、本年区画整理事業地内の土地も
処分しても35億円の決算大赤字を露呈、2010年3月期には約80億円の債務超過に陥った。 

• 渡辺通り再開発事業は、都市再生機構に委ねられており、もはや同社のコンサルやコーディネーターとしての出
番はなく、今まで生きてきたのが不思議な第三セクターであった。 
同社の当初の社長は九電から輩出されていたが、平成11年を過ぎるころから雲行きが怪しくなり、その後は福岡
市から社長（福岡市役所ＯＢ）が出されてきた。博多リバレイン開発でも、渡辺通り再開発でも、不動産買収など
に伴って、黒い噂が数限りなく流されていた。 
福岡市の同社に対する出資は2億5,000万円に留まるが、同社をリードしてきたのは福岡市であり、金だけ財界
に出させていた勘定となっている。 Jc-net 
 

最高裁判例になった阿
倍野再開発のその後 

日本一高い高層ビル
はできたが 

大阪市の阿倍野再開発事業、 
赤字２０００億円に 

 
• 大阪市が、ＪＲ天王寺駅南西部で４０年かけて進めて
きた関西最大規模の阿倍野再開発事業（２８ヘクター
ル）の最終赤字額が約２０００億円に上ることがわかっ
た。梅田、難波と並ぶ新都心を目指し、大型商業ビル
やマンションなどを建設したが、バブル崩壊による地
価下落が響いた。赤字穴埋めによる市民負担は２０３
２年度まで続く見通しで、吉村洋文市長は「市財政を
逼迫ひっぱくさせている」として検証を指示。市は今年
度内に結論を出す方針だ。 

読売新聞  2016年11月11日 

http://n-seikei.jp/2010/10/218.html
http://n-seikei.jp/2010/10/218.html
http://n-seikei.jp/2010/10/218.html
http://www.yomiuri.co.jp/osaka/news/20161111-OYO1T50024.html
http://www.yomiuri.co.jp/osaka/news/20161111-OYO1T50024.html
http://www.yomiuri.co.jp/osaka/news/20161111-OYO1T50024.html
http://www.yomiuri.co.jp/osaka/news/20161111-OYO1T50024.html
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最近の首都近郊の再開発の実例 

再開発の都市計画決定まで25年 事業完了までさらに25年以上を要している 

平成23年9月6日告示の都市計画変更のプラン 

http://www.city.kokubunji.tokyo.jp/shisei/torikumi/kitaguchi/1003399.html
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現在の状況 ほぼ半世紀かけてようやく完了に近づく 

マンション業者のHP 

修復型の再開発事例 

• 海外では「修復型」と言われる、まちの悪いとこ
ろを改善し、良いところは残して、無理のない都
市再生を行っているところが増えてきている。 
 
 
 

• ドイツ ミュンヘン ハイドハウゼン地区 

• 無計画に乱開発されたスラム的な地区を、建築
物を減らすとともに、緑を増やして、再開発する
ことにより修復的に再開発 

http://www.city.kokubunji.tokyo.jp/shisei/torikumi/kitaguchi/1003399.html
http://www.sumitomo-rd-mansion.jp/shuto/kokubunji_w/?utm_source=yahoo&utm_medium=cpc&utm_campaign=search_10001&device=c
http://www.sumitomo-rd-mansion.jp/shuto/kokubunji_w/?utm_source=yahoo&utm_medium=cpc&utm_campaign=search_10001&device=c
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ミュンヘン  

ウェストエンデ地区の再開発 

周囲と調和した建物・緑と光にあふ
れた中庭 

40 

＝再開発区域 

41 

ブロック２１のＢプラン（地区詳細計画） 

一般住居地域 

容積率160％ 

建ぺい率40％ 

切妻屋根 

地下駐車場 

公衆が通行権
を有する土地 

階数 

子どもの遊び場 

保存する樹木 

42 
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コペンハーゲン修復型再開発 

• 広域的に、劣悪な建築物を除去 

• 住環境を改善 

• かかるコストはかなり少なくてすむ 
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Camden Town 

• ロンドン市内 

• 倉庫街の再開発 

http://camdenlock.net/
http://camdenlock.net/
http://camdenlock.net/


11 



12 

上海 田子房地区 元々再開発予定地区であったが、芸術家など
が住み着きはじめ､地域の反対を受けて保存地区に変わった。 
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